








商号変更 ～SBIブランド獲得により、顧客の期待が増大

 2023年1月4日に商号を「SBI新生銀行」に変更
当行グループのこれまでの文化や歴史を大切にしながら、SBI の名称を冠することで、名実ともにSBI 
グループの一員であることを明確に

• 新聞広告の出稿
新聞広告をポスター化し、本支店、フィナンシャルセンター、グループ会社の
顧客対応・執務スペースで掲示

• 全店舗、施設の看板を掛け替え

<商号変更に伴うフィナンシャルセンターでの変化>
 SBI証券等のお客さまがSBI新生銀行の店舗にも来店。2023/3の来店者数は、前年同月比で25%増
 「これからももっとお客さまに魅力的なサービス、商品を提供してくれることを期待しています!」との声

ブランド認知の向上および今後のSBIグループとのさらなるシナジー発現に貢献
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シナジー



グループ会社再編と選択と集中
SBIグループとの機能の統合・融合による、強みの進化と深化および生態系の構築を推進

新生インベストメント・
マネジメント

SBIアセットマネジメントとの合併
ー商品提案力の強化やミドル・バックそれぞれのシステムの効率化

2022年10月に
株式譲渡

新生Bridge 新たに「SBIヘルスケア」として業務推進
ーSBIグループの有する経営資源の最適な活用

2023年4月に
譲渡・商号変更

新生企業投資 プライベートエクイティ事業の新設中間持株会社の傘下に
ー双方の強みを活かしながら、ソーシング機能を強化

2023年5月に
体制変更

新生証券 証券業務のSBI証券への移管
ー証券ビジネス分野における重複業務の統合

2023年度上期で
廃業予定

新生インターナショナル SBI証券との協働による英国でのエクイティビジネス開始
ー双方を強みを活かし、英国における事業基盤の拡大

2023年内に
業務開始予定
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シナジー

選
択
と
集
中

 SBIグループとの人材相互活用が活発化
多様な業務分野において、相互に30名程度がグループ間を異動

 SBIホールディングスと間接業務効率化・間接コスト削減を推進
ファシリティ管理など総務機能の省力化やコスト削減に向け、総務系合弁会社を設立。
また、システム・ソフトウェアの共同化等により、来期に1.4億円のコスト削減を計画

その他の
再編

事業・投融資の採算性・
成⾧性の総合的な見直し

不採算事業・投融資13件の撤退を決定、人的資源の
採算事業への再配置を実施

グループ会社再編を含め、年間15億円程度の赤字削減を見込む



2022年度決算概要





2022年度 決算概要
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① 資金利益:法人業務での貸出残高増加による金利収益やトレジャリー証券投資での配当収益等が増加
② 非資金利益:法人業務での為替・金利デリバティブ収益や融資手数料に加え、アプラスの割賦収益が増加
③ 経費:シナジー創出を企図した先行投資や広告費などが増加。第4四半期は、商号変更に伴う経費を計上
④ 与信関連費用:ストラクチャードファイナンスにおいて個別案件の回収による戻入益を計上したことにより減少
⑤ 親会社株主に帰属する純利益:通期計画に対して122%の達成率

12ヶ月実績 計画

【連結】
（単位:億円）

2022.4-2023.3

A
2021.4-2022.3

B
増減率

A/B

2022.4-
2023.3

E
進捗率

A/E

業務粗利益 2,402 2,175 +10% 2,410 100%

資金利益 1,387 1,256 +10% ①

非資金利益 1,015 918 +10% ②

経費 -1,616 -1,554 -4% ③ -1,640 99%

実質業務純益 786 621 +27%

与信関連費用 -220 -311 +29% ④ -310 71%

与信関連費用加算後
実質業務純益 565 310 +82%

税引前純利益 517 284 +82%

親会社株主に帰属する純利益 427 203 +110% ⑤ 350 122%

前期比増減要因







＜個人業務＞

リテールバンキングは、商品・サービスの充実と競争力
の強化に注力
新しいリテールバンキングへの体制変更に着手し、
基盤拡大とともに収益力向上を図る



個人業務
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12ヶ月実績

【連結】
（単位:億円）

2022.4-2023.3

A
2021.4-2022.3

B
増減率

A/B

業務粗利益 1,493 1,511 -1%

資金利益 866 901 -4% ①

非資金利益 627 609 +3% ②

経費 -1,066 -985 -8% ③

実質業務純益 426 526 -19%

与信関連費用 -285 -224 -27% ④

与信関連費用加算後
実質業務純益 141 301 -53%

① 資金利益:リテールバンキングの預金利鞘が減少、新生フィナンシャルの貸出残高の利回りが低下
② 非資金利益:アプラスのショッピングクレジットとクレジットカードからの収益増加
③ 経費:新生フィナンシャルとアプラスのシステム費、広告費などの増加
④ 与信関連費用:新生フィナンシャルの貸倒償却とアプラスの営業性資産残高増加に伴う費用が増加

 SBIグループとの連携施策により顧客基盤が拡大、シナジー効果創出を企図した広告等の先行投資を実施
 リテールバンキングにおける顧客基盤拡大に向けた預金金利上乗せ等による預金利鞘の減少と、与信関連

費用（アプラス、新生フィナンシャル）の増加により大幅減益

前期比増減要因











新商品・サービス:他社と差別化でき、競争力のある商品ラインナップを
相次いで導入
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• 当行として初の店頭取扱い投資一任商品。運用
会社はSBIグループのFOLIO

• ニーズに基づき運用プランを提案。5つの運用スタイ
ルで8つのグローバル資産に分散投資が可能

• 購入時手数料無し、信託報酬業界最安水準
• 累計販売金額:約90億円※

※取り扱い開始22/10～23/4末時点

SBI証券 ファンドラップ

SBI新生コネクト（自動入出金）

• SBI新生銀行の銀行口座とSBI証券の証券口
座間の入出金を自動化

• まずは投信積立にかかる資金の自動化からス
タート

• サービス利用で、優遇サービスの最上位ステージ
に。円普通預金金利優遇も

不動産小口信託受益権

• 厳選した首都圏の不動産を対象とした信託受
益権を小口化した金融商品

• 管理運営の手間いらず、安定的な配当収入
• SBIマネープラザへの顧客紹介
• 1,000万円以上500万円単位
• 販売実績:90件超／約22億円※

※取り扱い開始22/8～23/4末時点

• 実績配当型の金銭信託の新たな商品
• 第1号の運用対象としてソフトバンクグループを

選定。期間は1年もので予定配当率は0.48%
に設定

• グループの新生信託が受託者として資産の運
用・管理を実施

パワートラストNEO（金銭信託）





2022年度のリテールバンキング業務における取り組み事例②
分類 内容

顧客満足度の向上 当行の外貨預金が３つの指標においてナンバー１に選抜

パワーダイレクト円定期 2022 年 6 月の設定額 2,000 億円突破

パワード定期（仕組預金）の販売手数料等の開示

当行の円預金が３つの指標においてナンバー１に選抜

ATM手数料の全面無料化を発表

「ユーザーが選ぶ本当に良い住宅ローンランキング2023」にて三冠達成

SBI新生銀行アプリ（旧「新生パワーダイレクトアプリ」）をリニューアル

ブランド力の向上 日本マーケティングリサーチ機構 住宅ローンのブランドイメージ調査で三冠達成

新規のお客さま向けの円定期預金および住宅ローンの借換キャンペーンに関する交通広告を首都圏に
て開始

住宅金融支援機構より感謝状受領

住宅ローンのブランドイメージ調査で三冠達成

その他 お客さまによるオンライン手続きに応じて、寄付を行う「デジタルファースト推進プロジェクト」の実施

「投資信託交付目論見書」の電子交付に関する実証実験の完了

インターネットバンキングにおける本人認証方法の変更を発表
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2022年度のアプラスにおける取り組み事例
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分類 内容

SBIとのシナジー SBI オートサポートとともにオートクレジット「SBIカープラス」を提供開始

あいおいニッセイ同和損保、SBI損保と顧客体験価値向上に向けた協業開始（BANKIT®の活用）

商品・サービスの拡充 Tポイントが貯まる後払い型決済アプリ「Tポイント×QUICPay」に、「Tポイントチャージ」機能を追加

『0円就活』と提携し、「就活生応援クレジットカード」サービス提供開始

お手頃中古車専門店プラウドとの提携クレジットカード「PROUD card」を発行

中古車販売リバーサイドとの提携クレジットカード「RIVERSIDE CARD」を発行

「BANKIT®」のホワイトラベル方式での提供を開始

アプラス発行のクレジットカード・ETCカードが、ETCが街なかで利用できる『ETCX』サービスに対応

システムソフト、と提携して「BunChinPAY（入居一時金のWEBクレジット）」サービスを提供開始

フォーシス アンド カンパニーとともに、ブライダルクレジット（後払いサービス）を提供開始

子犬子猫専門のペットショップ「ペッツファースト」との提携クレジットカード「ペッツファーストカード」を発行

顧客満足度の向上 アプラスポイント、JALのマイルへの年間移行上限を撤廃

住宅つなぎローン（アプラスブリッジローン）をリニューアル

その他 「AI（機械学習モデル）を用いたクレジットカード不正検知スコアエンジン」を導入

「bitFlyerクレカ」、2大特典キャンペーン実施

株式会社クリアパスの株式取得（子会社化）

「湖西市商店DX基盤整備事業」で、アプラスの「コード等決済サービス(StarPayAplus)」が採用







2022年度の新生フィナンシャルにおける取り組み事例
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分類 内容

SBIとのシナジー レイク がプロゲーミングチーム「SBI e-Sports」とトップパートナー契約を締結

商品・サービスの拡充 筑邦銀行へ保証業務の提供を開始

顧客満足度の向上 レイク公式アプリ「e-アルサ」および Web サイトの全面リニューアル

公式アプリ（「レイクアプリ」）リニューアル

ブランド力の向上 千鳥 大悟、ノブが新CMキャラクターに就任

レイクのブランド認知向上に向けた「レイク ALSA いないいない大悟キャンペーン」の実施

千鳥 大悟、ノブ出演 新CM 第2弾の発表

千鳥 大悟、ノブ出演 新CM 第3弾の発表

2023年1月4日にカードローンブランド「レイクALSA」を「レイク」に変更

「レイク」が吉本興業主催のお笑いフェス「LIVE STAND 22-23 FUKUOKA」に協賛

その他 「被災地応援ローン」の取扱い開始

LGBTQ＋に関する取り組み評価指標「PRIDE 指標」で最高位の「ゴールド」を受賞



＜法人業務＞

営業活動の活性化により、顧客基盤が大幅に拡大
協調融資を中心に地方銀行との連携が増え、プラット
フォーマーとしてのプレゼンスが向上



法人業務
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12ヶ月実績

【連結】
（単位:億円）

2022.4-2023.3

A
2021.4-2022.3

B
増減率

A/B

業務粗利益 757 671 +13%

資金利益 363 308 +18% ①

非資金利益 394 362 +9% ②

経費 -449 -472 +5%

実質業務純益 308 198 +55%

与信関連費用 75 -87 n.m ③

与信関連費用加算後
実質業務純益 384 111 +245%

① 資金利益:貸出残高拡大による金利収益やVCファンドの配当収益の増加
② 非資金利益:為替・金利デリバティブ収益や融資手数料の増加
③ 与信関連費用:ストラクチャードファイナンスにおいて個別案件の回収による戻入益、引当率の良化等により

改善

 SBIグループとの連携による取引法人の拡大と、地域金融機関との協働による地方創生に向けた
取組みが進展。業務粗利益の増加と費用の減少により、大幅な増益

前期比増減要因



営業活動の活性化とリレーション強化等により、営業基盤は劇的に拡大
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 SBIグループとの連携を含む営業活動の活性化・接点拡大により、複数の事業法人・金
融法人との取引復活や案件ソーシング力の向上へ

飛躍的に拡大した営業基盤を活かし、今後は収益拡大フェーズへ突入

営業性
資産残高
（法人業務）

4.1兆 ⤴ 5.7兆円
ーーーーーーーーーーーーーーーーーー
（22.3） （23.3）

法人
預金

1.6兆 ⤴ 4.6兆円
ーーーーーーーーーーーーーーーーーー
（22.3） （23.3）

新規取引
社数

35社 ⤴ 148社
ーーーーーーーーーーーーーーーーーー

（2021年度） （2022年度）

地方銀行への
ディストリビュー

ション金額

2,907億 ⤴ 3,479億円
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
（2021年度） （2022年度）

SBI連携

幅広い分野での連携実績（累計）

51件で計1,092億円
（融資:47件、投資:3件、証券化:1件）

サステナブル
ファイナンス

組成額

2,500億 ⤴ 4,513億円
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
（2021年度） （2022年度）

+38％ 約4倍

+20％+81％

約3倍









地域金融機関のプラットフォーマーとしてのプレゼンスが向上

地域金融機関・SBIグループ・SBI新生銀行グループが持つ機能を三位一体となって活用する「トライア
ングル戦略」に基づき、地方創生の具現化に向けて、より一層の協働を推進

SBIグループと一体的に取り組むプラットフォーマーとしての成果（2022年度）

● 地方銀行アレンジによる地元企業への協調融資
➡ 地方銀行のメイン取引先企業 計15社に対し、協調して事業資金等・計80億円を融資（未貸・契約枠含む）
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● 当行アレンジの融資案件への地方銀行参加
➡ 3,479億円（地方銀行取引行数は、前期比14行増の74行にまで拡大）

● サステナブルファイナンスを中心とした連携
➡ 地域の主力行31行による主導案件への積極的参画（69件・525億円）

● 先進的な取り組みに係る情報やノウハウを提供するとともに、トレーニー受入や人材交流が活発化

● 地方銀行向けセミナーの開催（計3回）
➡ 事業承継、サステナブルファイナンス、再生可能エネルギーファイナンスをテーマに86行から累計370名が参加

● SBI新生銀行グループ各企業の機能提供
➡ ①地方銀行2行においてBANKIT®の導入決定、②新生フィナンシャルでは筑邦銀行ほか1行への保証業務提供決

定、③昭和リースにおいて地方銀行リース子会社32社へ160億円の営業資産売却、④アルファ債権回収による地
方銀行2行向けの債権回収サービス





地元プロジェクト案件での地域金融機関との主な協働実績
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南阿蘇湯の谷地熱発電所（2021年6月に新生グリーンローンとしてプロジェクトファイナンスを組成）

地域金融機関とのこれまでの主な連携案件（共同主幹事等）

案件 所在地 組成額(億円） 協働地元銀行

1. 太陽光プロジェクト 三重県 77 三十三銀行
2. 太陽光プロジェクト 宮城県 111 地方銀行2行
3. 太陽光プロジェクト 岡山県 330 地方銀行1行
4. 太陽光プロジェクト 山形県 74 山形銀行、荘内銀行、きらやか銀行
5. バイオマス発電 宮崎県 15 地方銀行３行、信用金庫１行
6. 地熱発電 熊本県 33 肥後銀行
7. 介護付老人ホーム 東京都 18 地方銀行1行

2023年3月3日での商業運転開始に伴い、肥後銀行とともに総額32.6億円
のタームローンを4月28日に実行

➡ 肥後銀行とともに、地域共生型電源への融資を通じ、地域の活
性化と脱炭素化社会の実現に向け、本プロジェクトを支援









＜海外事業・トレジャリー（市場性運用）＞

市場性運用は、難しいマーケット環境の中、アセット
の多様化と規模拡大を実施
戦略的なオペレーションにより、リスク（含み損）を
低位でコントロール



海外事業/トレジャリー/その他
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12ヶ月実績

【連結】
（単位:億円）

2022.4-2023.3

A
2021.4-2022.3

B
増減率

A/B

業務粗利益 151 -7 n.m

資金利益 158 46 +240% ①

非資金利益 -6 -53 +88% ②

経費 -100 -96 -4%

実質業務純益 51 -103 n.m

与信関連費用 -11 0 n.m ③

与信関連費用加算後
実質業務純益 39 -103 n.m

① 資金利益:市場性運用業務での米国CLO等からの金利・配当収益、海外事業での出資先からの配当収益、
トレジャリー業務での外貨建の運用/調達利鞘が拡大

② 非資金利益:トレジャリー業務では、前年度における特殊要因（債券売却損）がなくなったことや市場性運用
業務での外債の残高コントロールにより改善。海外事業は前年並みに堅調に推移

③ 与信関連費用:海外事業での前年度に計上した戻入益が剥落

 2021年度は、含み損のある有価証券を売却したことにより損失計上。2022年度は海外金利の
上昇に対応すべくリスクコントロールを重視し、増益を確保

前期比増減要因



海外事業

 企業紹介
 ニュージーランド最大のノンバンク。ニュージーランド国内で個人

向けオートローンおよび法人向けアセットファイナンスを提供

 営業性資産残高が増加
 NZ経済回復を受けて法人貸付が好調を維持
 現地で国際ブランド自動車メーカーの独占輸入代理業務およ

び販売を行うNZの総合自動車企業との戦略提携に伴い、10
－12月期に180百万NZD超（150億円超）の債権購入を
計上

 NZ政策金利の段階的引き上げに伴う調達コストの上昇
により純資金利鞘は低下するも、営業性資産残高の増
加が補い、業務粗利益は増加
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UDC Finance: 実績

海外事業:その他の取り組み

UDC Finance: 営業性資産残高

UDC Finance1

（単位:億円）
2022.4-
2023.3

2021.4-
2022.3

業務粗利益 123 105

資金利益 55 40

非資金利益 67 64

経費 -47 -42

実質業務純益 75 62

与信関連費用 -9 3
与信関連費用加算後
実質業務純益

65 66

（単位:億円）

2,450 
2,780 

3,539 

21.3 22.3 23.3

1 UDC Financeと当行との決算期の相違による影響の調整後ベース

 香港で小口ファイナンスを営むEasyLendについて、事業
環境の大きな変化を受け撤退を決定

 ベトナムで連携するMilitary Bankのカンボジア支店を母
体とした商業銀行について、49%を出資する旨の契約を
締結





2023年度の業務運営



「量の拡大」の更なる進展
・ 顧客基盤および財務基盤の拡大をさらに進展させるため、積極的な営業活動を展開
・ 顧客数（リテール口座数）を拡大するため、顧客利便性の更なる向上を図る
・ 各ビジネスにおける営業性資産の伸⾧および資金利鞘の拡大を見込む
・ 営業基盤強化のための経費増加、営業性資産伸⾧に伴う与信関連費用の増加を見込む

「質の向上」との両立
・ 顧客基盤および財務基盤の「量」と「質」を両立させることによる収益力を強化
・ SBIグループとのシナジー創出施策を深化させることにより、収益寄与の拡大を見込む
・ 営業性資産の収益性および資本効率性を高めるため、機動的にアセットコントロールを行う
・ 預金調達の収益性・安定性を高めるため、リテール預金の拡大を目指す

不確実性が高い経済・金融環境への対応
・ 国内では、金融緩和の継続、ポストコロナの規制緩和などを背景に段階的な景気拡大を見込む
・ 欧米では、インフレの高止まり、利上げの動向、地銀破綻などを背景に不確実性の高い状況を見込む
・ 市場動向のモニタリング、営業性資産の与信管理、資金の流動性管理の厳格な運用を継続する
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2023年度業務運営の考え方



2023年度業績予想

2022年度
実績

2023年度
予想

427
+178

-34

-135

業務粗利益

経費

与信関連費用
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（単位:億円）

2022年度
実績

2023年度

計画 差異

業務粗利益 2,402 2,580 +178

経費 -1,616 -1,650 -34

与信関連費用 -220 -360 -135

親会社株主純利益 427 450 +23

親会社株主純利益 親会社株主純利益

450

2023年度計画 増減内訳

（単位:億円）

 営業性資産と資金利鞘の拡大、シナジー創出施策の深化による収益拡大を見込む
 営業基盤の拡大のための経費、営業性資産拡大に伴う与信関連費用の増加を見込む
 2024年度の連結純利益700億円の達成に向けた収益基盤の強化を目指す



Appendix















免責条項

 本資料に含まれるSBI新生銀行グループ（以下「当行グループ」）の中期経営計画には、当行グ
ループの財務状況及び将来の業績に関する当行グループ経営者の判断及び現時点の予測について、
将来の予測に関する記載が含まれています。こうした記載は当行グループの現時点における将来事項
の予測を反映したものですが、かかる将来事項はリスクや不確実性を内包し、また一定の前提に基づ
くものです。かかるリスクや不確実要素が現実化した場合、あるいは前提事項に誤りがあった場合、当
行グループの業績等は現時点で予測しているものから大きく乖離する可能性があります。こうした潜在
的リスクには、当行グループの有価証券報告書に記載されたリスク情報が含まれます。将来の予測に
関する記載に全面的に依拠されることのないようご注意下さい。

 別段の記載がない限り、本資料に記載されている財務データは日本において一般に公正妥当と認め
られている会計原則に従って表示されています。当行グループは、将来の事象などの発生にかかわらず、
必ずしも今後の見通しに関する発表を修正するとは限りません。尚、特別な注記がない場合、財務
データは連結ベースで表示しております。

 当行グループ以外の金融機関とその子会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。

 本資料はいかなる有価証券の申込みもしくは購入の案内、あるいは勧誘を含むものではなく、本資料
および本資料に含まれる内容のいずれも、いかなる契約、義務の根拠となり得るものではありません。




